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中間期ベースで過去最高益 81 億円を計上顧客向けサービス業務利益

金利上昇時の試算

（ 政 策 金 利 ０ ． ２ ５ ％ か ら ０ ． ５ ０ ％ と な っ た 場 合 ）

中計最終年度の資金利益は 約30 億円プラス

株主還元方針の変更 配当性向 40 %を目安

年間配当金予想を50円から 90 円に修正

利益の成長とともに累進的 な配当を行い、

自己株式取得は機動的に実施
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5２０２５年３月期 中間決算概要

単 体 決 算 （単位：億円） 2023/９期 202４/9期 前期実績比
業績予想

2025/3期 進捗率

1 業務粗利益 228 ２６３ ＋34 ５１７ 50.8%

2 資金利益 205 237 ＋３２ ４４８ 52.9%

3 うち貸出金利息 180 200 ＋２０ ３８７ 51.6%

4 うち有価証券利息配当金 46 59 ＋１３ １１５ 51.3%

5 うち投資信託解約損益 1 8 ＋７ ５ 160.0%

6 うち預金等利息（▲） ０ 6 ＋６ １０ 60.0%

7 役務取引等利益 44 ４９ ＋５ ８４ 58.3%

8 その他業務利益 ▲20 ▲２３ ▲３ ▲１５ ー

9 うち国債等債券損益 ▲20 ▲３1 ▲１１ ２ ー

10 経費（▲） 157 167 ＋１０ ３３５ 49.8%

1１ コア業務純益 91 １２７ ＋３５ １７９ 70.9%

1２ コア業務純益（除く投資信託解約損益） 90 119 ＋２８ １７４ 68.３％

1３ 一般貸倒引当金繰入額（▲） ー １ ＋１ ５ 20.0%

1４ 業務純益 71 ９４ ＋２３ １７７ 53.1%

1５ 臨時損益 15 １ ▲１３ １５ 6.6%

1６ うち不良債権処理額（▲） 19 ２２ ＋２ ３５ 62.8%

1７ うち株式等関係損益 15 １２ ▲３ ２２ 54.5%

１８ 経常利益 86 ９６ ＋９ １９３ 49.7%

１９ 特別損益 ▲0 ▲０ ▲０ ▲１ ー

2０ 法人税等合計（▲） 26 ２４ ▲１ ６０ 40.0%

2１ 当期（中間）純利益 59 ７０ ＋１１ １３２ 53.0%

2２ 与信コスト総額（▲） 10 ２１ ＋１０ ３０ 70.0%

2３ 顧客向けサービス業務利益 72 ８１ ＋８ １３６ 59.5%

連 結 決 算 （単位：億円） 2023/9期 2024/9期 前期実績比
業績予想

2025/3期 進捗率

2４ 連結粗利益 ２４９ ２８４ ＋３４ ５６２ 50.5%

2５ 経常利益 95 １０４ ＋８ ２１１ 49.2%

２６ 親会社株主に帰属する当期（中間）純利益 ６５ ７５ ＋１０ １４５ 51.7%中計KPI 最終年度
180億円以上

中計KPI 最終年度
150億円以上
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4,930 4,942 4,840 4,764 

10,629 11,308 12,219 12,953 

3,162 
3,777 

4,742 
5,579 

0.90%
0.92% 0.93%

1.04%

2022/3末 2023/3末 2024/3末 2024/9末

和歌山県内 大阪府内

奈良県・東京都 等 全体利回り

2１,８０２

18,722

（億円）

2３,２９６

（+1,４９４）
*202４/3末対比

20,027

貸出金残高 ・ 利回り 事業性貸出金残高 （ エ リ ア別 ） ・ 利 回 り

貸出金

18,722 20,027 
21,802 23,255 

11,251 
11,856 

12,434 
12,786 

4,265 
4,215 

4,276 
4,345 

1.01% 1.01%
0.98%

1.03%

2022/3末 2023/3末 2024/3末 2024/9末

事業性貸出 消費者ローン

公共貸出 貸出金利回り

38,513

34,240

（億円）

４０，３８６

（+１，８７２）
*202４/3末対比

3６,098

（※）２０２3/４、ｽﾄﾗｸﾁｬｰﾄﾞﾌｧｲﾅﾝｽ推進室の新設に伴い、和歌山エリアの貸出金118億円、大阪エリアの貸出金114億円を東京エリアに移管

17期ぶり
に反転
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31,194 31,583 31,864 31,842 

11,863 11,789 12,224 12,316 

2,905 2,769
2,968 2,535 

2022/3末 2023/3末 2024/3末 2024/9末

個人 法人 公共・金融

預金等残高 （ 種類別 ） 預金等残高 （ エ リ ア別 ）

預金等

（億円）

4７,０５７
45,964

４６，６９3

(▲３６３)
*202４/3末対比46,142

32,759 32,894 33,487 32,929 

12,523 12,555 12,893 13,091 

681 691 
677 673 

2022/3末 2023/3末 2024/3末 2024/9末

和歌山県内 大阪府内 奈良県・東京都 等

（億円）

4５,９６４

4６,６９3

(▲３６３)
*202４/3末対比

4７,０５７
46,142
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役務取引等利益 役務取引等収益・顧客向けクーポンスワップ関連収益

事業性取引関連手数料内訳 預り資産販売額

役務取引等利益・顧客向けクーポンスワップ関連収益

41 39 40 41

17 18 21 23

13 13
14

172
13

7
19

2021/9期 2022/9期 2023/9期 2024/9期

その他 預り資産関連手数料

事業性取引関連手数料 顧客向けクーポンスワップ関連収益

（億円）

８２

７４

１０１
（＋19）

*202３/9期対比

８３

135 
197 

257 
345 44 

37 
3 

1 
402 

234 
305 

377 

1,315 1,380 

1,530 

1,804 

2021/9期 2022/9期 2023/9期 2024/9期

個人年金保険等 証券仲介

投資信託 投資信託残高

（億円）

567581

724
（＋１５７）

*202３/9期対比

470

9.1 8.2 
9.5 

11.4 

1.4 
1.1 

1.0 

1.3 2.3 3.6 
3.0 

4.3 

0.2 0.0 0.5 

0.6 

2021/9期 2022/9期 2023/9期 2024/9期

貸出業務関連等 有償コンサルティングフィー

ビジネスマッチング Ｍ＆Ａ

１３．１
１４．１（億円）

１７．８
（＋3.7）

*202３/9期対比

１３．２

過去最高益

過去最高

過去最高益
（億円） 2021/9期 2022/9期 2023/9期 2024/９期 前期比

役務取引等利益 43 41 44 ４９ ＋５

役務取引等収益① 72 70 75 ８２ ＋６

事業性取引関連手数料 13 13 14 １７ ＋３

預り資産関連手数料 17 18 21 ２３ ＋２

うち投資信託関連手数料 11 8 9 １０ ＋１

うち個人年金保険等関連手数料 5 8 11 １１ ＋０

その他 41 39 40 ４１ ＋１

役務取引等費用（▲） 29 29 31 ３２ ＋１

顧客向けクーポンスワップ関連収益② 2 13 7 １９ ＋１１

収益合計（①＋②） 74 8３ 82 １０１ ＋１８
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有価証券残高 （ 取得原価ベース ） 評価損益 （ その他有価証券 ）

有価証券利回り ・ 利息 ・ 関係損益 デュレーシ ョン ・ 1 0 B P V

有価証券

（単位：年、％、億円） 2022/3末 202３/３末 ２０２４/３末 ２０２４/9末

デュレーション（年） 5.9 5.8 7.0 ６．８

円貨債券 6.0 6.3 7.6 ７．５

（円債ヘッジ考慮後） 6.0 3.9 6.6 6.3

外貨債券 5.5 ３.７ 4.7 ４．５

１０ＢＰＶ 47 ２２ 37 ３５

円貨債券 33 １４ 30 ２８

外貨債券 14 ８ 7 ７

平均金利（％） 0.65 0.87 1.09 １．１３

円貨債券 0.32 0.33 0.44 ０．５１

外貨債券 1.34 3.11 3.57 ３．６１

5,352 
4,438 

5,786 5,617 

147 

128 
85 

105 

2,651 

1,096 

1,542 1,432 

308 

241 

224 
218 

1,406 

1,506 

1,442 1,326 

2022/3末 2023/3末 2024/3末 2024/9末

（億円）

国内円貨債券 外国債券（ユーロ円債＋サムライ債） 外国債券（外貨建外債） 株式 投資信託等

7,409

8,70１
9,082

（単位：％、億円） 202２/９末 202３/９末 2024/9末

有価証券利回り（％） 1.03 1.10 １．３４

有価証券利息配当金 49 46 ５９

うち投信解約損益 5 1 ８

有価証券関係損益 1 ▲４ ▲１９

うち国債等債券損益 ▲40 ▲２０ ▲３１

うち株式等関係損益 41 １５ １２

（単位：億円） 2022/3末 2023/３末 2024/3末 2024/9末 前期末比

評価損益 6 ▲180 ▲205 ▲２１６ ▲１０

国内円貨債券 ▲15 ▲63 ▲181 ▲２１０ ▲２８

外国債券
（ユーロ円債＋サムライ債） ▲0 ▲1 ▲0 ▲１ ▲０

外国債券（外貨建外債） ▲97 ▲67 ▲72 ▲３４ ＋３８

株式 171 112 145 １１３ ▲３２

投資信託等 ▲50 ▲161 ▲9６ ▲８４ ＋１１

※１０ＢＰＶはベアファンドによるヘッジを考慮した金額を記載

９,863



字

10

85 84 85 90

65
60 60

65

12
11 10

11

70.9%
68.2% 67.6% 66.7%

2021/9期 2022/9期 2023/9期 2024/9期

人件費 物件費

税金 本業OHR

経費 ・ Ｏ Ｈ Ｒ 有人拠点数 ・ 事業性取引拠点数

事業性取引 1拠点あたりの事業性貸出金残高

経費・O H R

※本業OHR＝営業経費÷［貸出金平残×預貸金利回差＋役務取引等利益］

（億円）

163
156 157

1６７
（＋１０）

*202３/9期対比

11 11 11 11

23 23 23 21

448
449 440

433

462
492

531

616

2022/3末 2023/3末 2024/3末 2024/9末

事業性取引拠点数（和歌山県内）

事業性取引拠点数（大阪府内）

事業性取引1拠点あたりの事業性貸出残高（和歌山県内）

事業性取引1拠点あたりの事業性貸出残高（大阪府内）

83 79 79 78

36 36 36 34

2022/3末 2023/3末 2024/3末 2024/9末

有人拠点数（除ブランチインブランチ） 事業性取引拠点数

※和歌山営業本部は事業性取引拠点数にのみ計上
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（億円） 2022/3期 2023/3期 ２０２４/３期 ２０２４/9期
業績予想
２０２５/３期

与信費用 ①＋② 50 １３ ２５ ２３ ー

一般貸倒引当金繰入額 ① 19 ▲２ ー １ ー

不良債権処理額 ② 31 １５ 25 ２２ ー

貸出金償却 14 ４ ２２ ２ ー

個別貸倒引当金繰入額 15 １０ ー １８ ー

その他 0 1 ２ １ ー

貸倒引当金戻入益 ③ ー ー 10 ー ー

償却債権取立益等 ④ 8 １６ ３８ ２ ー

与信コスト総額（※）①＋②－③－④ 41 ▲３ ▲23 ２１ ３０

与信コス ト内訳 与信費用 （ 償却債権取立益除く ）

不良債権比率

与信コスト

（※）与信コスト総額は一般貸倒引当金繰入額と不良債権処理額の合計に貸倒引当金戻入益・償却債権取立益等の与信関連損益を加味

790
825

770

662

2.27% 2.25%

1.98%

1.62%

2022/3末 2023/3末 2024/3末 2024/9末

金融再生法開示債権残高 不良債権比率

9 10

19
23

50

13

25

40

0.14%

0.03%
0.06%

2022/3期 2023/3期 2024/3期 2025/3期

（億円）

中間実績 通期実績 与信費用比率

（億円）

業績予想

中間実績

0.11%
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468 
498 480 

209 
189 182

20.9% 20.9%

20.0%

2023/3末 2024/3末 2024/9末 2025/3末 2026/3末 2027/3末

時価 簿価 連結純資産比（時価)

第7次中期経営計画

自己資本比率 ・ 自己資本額＜連結＞ 政策投資株式

自己資本比率／政策投資株式

（億円）

時価ベース累計 ▲４0億円程度

連結純資産比 20%以下水準

2,175 2,171 
2,271 2,280 

10.82%

13.03%
12.77%

12.25%

2022/3末 2023/3末 2024/3末 2024/9末

自己資本額 自己資本比率

（億円）

中計KPI 最終年度
10-11％
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円金利バランスシー ト 資金利益の増加額 試算

金利上昇に伴う業績への影響

預 金 等

４.6 兆円

そ の 他

流 動 性

71 %

固 定 性

29 %

貸 出 金

４ 兆 円

有 価 証 券 0.9 兆円

日 銀 預 け 金 0.8 兆円

そ の 他

変

動

固

定

住宅ローン 25％

市場金利 10％

短期プライムレート 14％

～１年 14％

１年～２年 4％

その他 30％

２年～３年 3％

試算条件

前提 第7次中期経営計画の増加計画ベース

貸出金利息 短期プライムレート連動、住宅ローン、市場金利連動：追随率１００％

預け金等 日銀当座預け金：追随率１００％

預金利息 流動性預金：追随率４０％、固定性預金：追随率５０％

資 産 部 分 負 債 部 分

49
%

51
%

474

501
（＋２７）

534
（＋６０）

81

12

▲66

165

27

▲132

中計計画
政策金利

0％

政策金利
0.50%

２０２７年３月期 資金利益

第7次中計 利益計画
（政策金利0％ベースで策定）

第7次中期経営計画期間

2025/3期 2026/3期 2027/3期

（計画） （計画） （計画）

資金利益 434 457 474

うち貸出金利息 381 392 400

うち預金等利息（▲） 4 4 4

当期純利益＜連結＞ 136 162 180

ＲＯＥ＜連結＞ 6.0% 6.9% 7.4%

（億円）

中計計画
政策金利

0％

成行き
政策金利
0.２５%

（億円）

474

貸出金利息
預け金等

預金利息

貸出金利息

預け金等

預金利息

成行き（政策金利0.25%） 成行き＋0.25%（政策金利0.50%)

2025／３末に
政策金利0.50%（+0.25%）
となった場合
▶
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長期ビジョン
お客さまとの価値共創と
企業変革への挑戦を続け、
人が未来を創造する
地域金融グループとなる

人 的 資 本

⚫グループ従業員数 2,４８２人
⚫銀行をこえる銀行へ（行動指針）

お客さまの期待をこえる
銀行という枠をこえる
地域の壁をこえる

知 的 資 本

⚫中小企業取引における目利き、ノウハウ
⚫メイン取引にこだわる本業支援活動
⚫グループ機能の活用による高度な課題
解決力

社 会 関 係 資 本

⚫事業性コアカスタマー数 ９,３６６先
⚫メインバンクシェア和歌山県内6３％
⚫預金シェア和歌山県内3４％
⚫貸出金シェア和歌山県内45％
⚫業歴129年の情報とリレーション
⚫大阪府での７４年の歴史と地元化

財 務 資 本

⚫預金調達 4兆６,６９３億円
⚫貸出資産 ４兆０,３８６億円
⚫自己資本比率(連結) 12.２５％
⚫外部格付 JCR:A+、R&I:A

製 造 資 本

⚫店舗数112店舗、店舗外ATM136拠点
⚫充実した地域内金融インフラ

自 然 資 本

⚫豊かな自然環境
⚫地域の観光資源

企業文化コーポレートガバナンス コンプライアンス

リスクマネジメントサステナビリティ推進体制 レジリエンス

OUTCOME
（創造する価値）

ACTIVITY
（経営戦略と事業活動）

INPUT
（活用する資本）

マ テ リ ア リ テ ィ
⚫ 地域経済の発展
⚫ 人的資本の最大化と持続性向上
⚫ ガバナンスとコンプライアンスの強化

⚫ 気候変動への対応
⚫ オペレーショナル・レジリエンスの確保

外 部 環 境
⚫ 人口減少・人材流動化
⚫ 金利上昇
⚫ 物価上昇

⚫ 規制緩和
⚫ AI技術の進化・DXの加速
⚫ カーボンニュートラル

社会価値の創出

企業価値の向上

中小企業取引を起点

としたビジネスモデル

ファイナンス

コンサルティング

リース

キャピタルデジタル

地域GX

市場運用

資産形成

※各計数は2 0 2 4年９月3０日時点

経営理念

地域社会の繁栄に貢献し、地域とともに歩む

堅実経営に徹し、たくましく着実な発展をめざす

サステナビリティ基本方針
経営理念である「地域社会の繁栄に貢献し、地域とともに歩む」の実現に向け、あらゆる企業活動において地域経済の成長と社会課題の解決に貢献します
ステークホルダー（地域社会・顧客・株主・従業員等）と当行グループ双方にとって重要な課題をマテリアリティ（重要課題）として設定し、中長期的な観点か
ら経営と一体化した取り組みを推進します

価値創造プロセス
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マテリアリティ リスクと機会 主な取組み サステナビリティＫＰＩ
２０２3年度
実績

２０２６年度
７次中計最終年度

２０３２年度
長期ビジョン達成時

地域経済の発展
リスク

事業者数減少による地域の産業構造の変化

労働力人口減少による地域の生産力の低下
• 事業者への本業支援の強化

• 創業・スタートアップ支援の強化

• 事業者に対するDX提案

本業付加価値 【長期ビジョンＫＰＩ】 453億円 48３億円 5８０億円

創業支援相談先数 95件 累計370件 累計1,500件

機会
融資および本業支援による事業者の成長・発展

創業やスタートアップ支援による地域経済の活性化
DX関連事業の受託件数 21件 累計100件 累計300件

人的資本の最大化と
持続性向上

リスク
環境整備不足による優秀な人材の流出、採用難

スキル承継の停滞による競争力の低下
• 人事戦略と経営戦略の融合

• 働きがいのある職場づくり

• 多様な働き方に対する環境整備

本業支援人的資本ＲＯＩ 【長期ビジョンＫＰＩ】 0.84倍 0.8７倍 1.00倍

ソリューション営業人材一人当たりの
本業付加価値

88百万円 90百万円 93百万円

ソリューション営業人材の配置人数 510人 536人 6２０人

機会 人的資本経営の実践による企業価値の向上

エンゲージメントスコア（総合） 69.2 70 72以上

エンゲージメントスコア（挑戦する風土） 59 60 ７０以上

エンゲージメントスコア（キャリア機会の提供） 71 75 ８０以上

時差勤務・在宅勤務等の利用者数 274人 400人以上 50０人以上

ガバナンスと
コンプライアンスの強化

リスク
取締役会の機能不全による不適切な企業統治

不祥事件の発生による金融機関としての信用の失墜
• 取締役会の実効性評価

• 行動憲章・役職員行動規範の浸透

• 人権方針の浸透

外部機関評価による取締役会の実効性向上 ―
外部機関
評価導入

外部機関
評価導入

機会
取締役会の実効性向上

顧客本位の営業体制構築による営業基盤の確立
継続的な実施および各方針の浸透 ― ― ―

気候変動への対応 リスク
環境破壊による自然資本の毀損

地域脱炭素化の停滞による地元経済の減退
• サステナブルファイナンスの推進

• ＴＣＦＤを活用した気候変動対応

• 脱炭素に関するソリューション営業
の展開

サステナブルファイナンス実行額 2,7２2億円(累計） 7,000億円（2029年度目標）

CO2排出量削減割合（２０１３年度比） 58% 70%（2030年度目標）

機会 地域脱炭素化による事業者の収益機会の創出 脱炭素ソリューション実績件数 52件 累計180件 累計800件

オペレーショナル・
レジリエンスの確保

リスク
大規模災害による金融インフラの停止

情報流出（サイバー攻撃等）による信用の失墜 • 激甚災害に対するBCP体制強化

• サイバーセキュリティの強化
継続的な実施および取組内容の高度化

コンサルによる
BCP診断を実施

― ―

機会
顧客目線での危機時の影響の極小化

ブランドイメージの向上

※ 本業付加価値は取引先に対するサービスの付加価値（本業の売上高）を示す （計算式：貸出金平残×預貸金利回差＋役務取引等利益 )

※ 本業支援人的資本ＲＯ Ｉは本業における人件費の投資利益率を示す （計算式：顧客向けサービス業務利益÷人件費）

※ 累計は2 0 2 4年４月以降分を集計 (サステナブルファイナンス実行額は 2 0 2 2年4月以降を集計）

マテリアリティへの取り組み
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地域別構成

経営基盤

68 

11 

41 

21 

3 

2 

店舗数

事業性

拠点数

和歌山 大阪 奈良・東京等

71%

31%

28%

54%

1%

15%

預金等

貸出金

和歌山 大阪 奈良・東京等

59%

53%

41%

44% 3%

役 員

従業員

和歌山 大阪 その他

和歌山県

人口 89 万人／総生産 3 兆円

事業所数 4.8 万事業者(中小企業比率全国１位）

エリア内金融機関の預金・貸出金残高

預 金 9.8 兆円 （当行シェア 34.1 %）

貸出金 2.7 兆円 （当行シェア 45.0 %）

⚫ 国内民間初ロケット発射場スペースポート紀伊

⚫ 重厚長大産業から GX・成長産業 への転換期

大阪府

人口 876 万人／総生産 39 兆円

事業所数 37.7 万事業者(全国2位）

エリア内金融機関の預金・貸出金残高

預 金 １１６.5 兆円 （当行シェア 1.1 %）

貸出金 56.2 兆円 （当行シェア 3.7 %）

⚫ 2025年 大阪・関西万博 開催

⚫ ２０３０年 統合型リゾート 開業予定

74 年前

大阪府内に初出店

2025年5月

創立 130 周年

※当行シェア 出所：金融ジャーナル増刊号「金融マップ」2025年版度より
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主要計数推移 拠点数推移

事業性メイ ンバン ク取引シ ェア 預金種類別推移

経営基盤 ー和歌山県ー

12,167 12,414 12,540 
12,538 12,274 

31,755 32,759 32,894 33,487 32,929 

3,102 

3,476 3,418 3,534 3,601 

2021/3末 2022/3末 2023/3末 2024/3末 2024/9末

貸出金残高(億円) 預金等残高(億円) 事業性コアカスタマー数

63%

67 
55 

40 39 
33 

16 11 11 

2018/3末 2021/3末 2024/3末 2024/9末

有人拠点数 事業性拠点数

1 長崎県 十八親和銀行 84%

２ 和歌山県 紀陽銀行 63%

3 島根県 山陰合同銀行 62%

4 奈良県 南都銀行 60%

5 宮崎県 宮崎銀行 ６０%

20,896 22,692 23,623 23,607 

5,372

6,880
7,101 7,082 2,081

2,183
2,763 2,240 

2018/3末 2021/3末 2024/3末 2024/9末

個人 法人 公共・金融

28,350

31,755
33,487 32,929

※和歌山営業本部は事業性取引拠点数にのみ計上

※出所：帝国データバンク「メインバンク調査2023年」より

全国ランキング 和歌山県内シェア

（億円）
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主要計数推移 拠点数推移

事業性メイ ンバン ク取引シ ェア 貸出金残高推移

経営基盤 ー大阪府ー

17,277 18,331 
19,439 

20,874 21,861 

12,321 12,523 12,555 12,893 13,091 

4,041 

4,563 
4,848 

5,087 
5,384 

2021/3末 2022/3末 2023/3末 2024/3末 2024/9末

貸出金残高(億円) 預金等残高(億円) 事業性コアカスタマー数

40 38 36 36 
33 31 

23 21 

2018/3末 2021/3末 2024/3末 2024/9末

有人拠点数 事業性拠点数

大 阪 府

１ 三井住友銀行 16.7%

２ 三菱UFJ銀行 16.6%

３ りそな銀行 11.9％

４ 関西みらい銀行 10.1％

５ 大阪シティ信金 6.6％

６ 池田泉州銀行 5.7％

７ 大阪信金 5.1％

８ みずほ銀行 4.2％

9 北おおさか信金 3.9％

10 紀陽銀行 2.5％

15,982 17,277 18,331 19,439 20,874 21,861

2020/3末 2021/3末 2022/3末 2023/3末 2024/3末 2024/9末

2024/3末
貸出金シェア

3.7％

2020/3末
貸出金シェア

3.3％

貸出金シェア0.4%の増加に対して

貸出金残高は約5,000億円増加

大 阪 府 南 部

１ 三井住友銀行 15.0%

２ 池田泉州銀行 13.8%

３ 三菱UFJ銀行 12.4％

４ りそな銀行 11.9％

５ 大阪信金 11.2％

６ 紀陽銀行 10.1％

７ 関西みらい銀行 8.9％

８ 大阪シティ信金 2.9％

9 みずほ銀行 1.8％

1０ 尼崎信金 1.7％

2025/3

九条 支店開設予定

＋ 987 億円

※貸出金シェア 出所：金融ジャーナル増刊号「金融マップ」2021・2025年版度より※出所：帝国データバンク「メインバンク調査2023年」より
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2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2024/9 2025/3 2026/3 2027/3
2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2024/9 2025/3 2026/3 2027/3

第 6 次 中 期 経 営 計 画 第 7 次 中 期 経 営 計 画 中 長 期 的 目 標

P B R向上に向けて

0.48

0.36

0.44
0.53

0.46

5.89
6.37

1.69

6.54 6.36

2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2024/9 2025/3 2026/3 2027/3

目標指標

5%以上

PBR

1倍 以上

PBR

ROE

R O E 向 上 へ の キ ー フ ァ ク タ ー

⚫ 中小企業分野でのトップライン強化

⚫ 日銀金融政策変更にともなう円金利上昇の影響

⚫ 株主還元方針の変更

ROE

８％ 以上

早期 達成

×

広義の株主資本コストの抑制

株主資本コスト：6%程度

* CAPMに基づき算定（当行独自試算）

目標指標

7%以上

（倍）

（%）

P E R 向 上 へ の 取 り 組 み

⚫ サステナビリティ戦略の取り組み

⚫ 戦略的IRの実施

⚫ 人的資本経営の取り組み

中計KPI 最終年度
7.0%以上

政策金利上昇時

イメージ

政策金利上昇時

イメージ

ROE

8% 以上

ROE

8% 以上

第7次中計
策定時

政策金利
0.25%
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イ ンキ ュベーシ ョン施設 – K e y S i t e ‐ デ ジ タルス ト ラテジー ２ ． ０

D X人材育成計画

P E R向上に向けた取り組み ーサステナビリテ ィ戦略ー

2025年3月オープン予定

名称 KeySite（キーサイト）

開設目的 スタートアップ支援による地域経済の成長・発展

施設テーマ “Region Bridge”（スタートアップと地域をつなぐ架け橋)

連携企業
マネーフォワードベンチャーパートナーズ株式会社
株式会社ATOMica

所在地 和歌山市黒田１８５－３（旧宮北ビル ５階建）

施設内容
スタートアップ支援、コミュニティ・コワーキング施設
レンタルオフィス、カフェ

URL https://kiyo-keysite.com

地 域 の D X 推 進

⚫ 地元企業に対するITコンサルティングの拡充

⚫ 自治体等へのDX支援

⚫ 地元地域の創業・スタートアップ支援

銀 行 業 の 高 度 化

⚫ 基幹系システムの高度化

⚫ デジタルバンキング戦略の実現

⚫ 行内DXおよび生産性向上

DX人材の育成・確保・展開

⚫ DX人材の育成・確保

⚫ DX人材の展開

592 518

1200

500

358

290

950
12

10 50

2024/3末

実績

2024/9末

実績

2026/3末

達成指標

2032/3末

達成指標

DXサポーター

DXコア

DXスペシャリスト

(単位：人）

888
794

1,5001,500

2024年7月策定

和 歌 山 発 の ” R e g i o n B r i d g e ” 拠 点 設 立

190

12

https://kiyo-keysite.com/
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経営 ト ッ プ と 若 手 行 員 の 座 談 会 を 初 開催

⚫ 当行の決算説明、第７次中期経営計画

⚫ 銀行経営に関する考え方や想い

⚫ 本業支援活動や部店の課題等

⚫ 頭取までのキャリアパス

⚫ プライベートに関する事項

⚫ 頭取の人柄に触れることができ経営を身近に感じた

⚫ 各施策に込めた想いを聞くことができ共感できた

⚫ 直接対話することでモチベーション向上に繋がった

⚫ トップから直接経営の考え方を聞くことができよい機会となった

⚫ 当行のポジショニングを理解し日々の活動の自信に繋がった

２０２３年度【通年】 2024年度【上期】 2024年度【下期】

⚫ 株主総会

⚫ 決算説明会（2回）

⚫ 個別面談（19回）

⚫ 会社説明会（5回）

⚫ 株主総会

⚫ 決算説明会（1回）

⚫ 個別面談（１７回）

⚫ 会社説明会（５回）

⚫ 個人投資家向けIR（１回）

⚫ 決算説明会（1回）

⚫ 個別面談（5回）

⚫ 個人投資家向けIR（1回）

⚫ PBR1倍への取り組み

⚫ エリア戦略の明示

⚫ 取締役会の実効性評価

⚫ PBR１倍への取り組み

⚫ 株主還元の充実

⚫ 第7次中計を公表

⚫ 「企業価値向上に向け

た取り組み」を開示

⚫ 総還元性向４０％以上

⚫ スキルマトリックス改定

⚫ 取締役会実効性評価に

外部評価機関を導入

⚫ 株主還元方針を変更

実 行

課題抽出

対 話

戦略的 I R 人的資本経営

P E R向上に向けた取り組み ー戦略的 I R /人的資本経営ー

若手行員

予定

予定

対 話
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キャピタルアロケーション イメージ

資本政策

2024/3末

リスクアセット

増加

配当 等

（自己株式取得）

バーゼルⅢ

完全適用の影響

適 正 自 己 資 本 比 率 ＜ 連 結 ＞ 1 0 - 1 1 % 程 度

11

自己資本比率

＜連結＞

12.77%

⚫ 成長投資の検討

⚫ 適正自己資本比率内での資本蓄積

⚫ 安定した株主還元の実施

⚫ 適正自己資本比率に向けた資本蓄積

⚫ リスクの抑制

⚫ 株主還元方針の見直し

⚫ リスクの削減

⚫ 資本増強

バッファー資本2 %

リーマンショック級のストレス発生想定

2027/3末

規制上の必要最低自己資本比率

当行が認識している維持したい自己資本比率

利益

蓄積
（％）

中長期的目標

利益

蓄積

⚫ 成長投資の実施

⚫ 株主還元の充実
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25 24 24 24 24 24 27 26
33 

15
10 10 10 10 10

20

30

14.6%

22.2% 20.7% 20.8%
17.4% 17.4% 17.3%

66.9%

21.8%

2016/3期 2017/3期 2018/3期 2019/3期 2020/3期 2021/3期 2022/3期 2023/3期 2024/3期 2025/3期

配当総額

自己株式取得額

配当性向

株主還元実績 D P S （ 1株あたり配当金 ）

株主還元方針の変更

（億円）

40

34

47

26

34 34 34 34

63

35 35 35 35 35 35
40

40
(中間２０）

50

（中間2５)

2016/3期 2017/3期 2018/3期 2019/3期 2020/3期 2021/4期 2022/3期 2023/3期 2024/3期 2025/3期

（円）

配当予想

90
（中間45）

変 更 前 変 更 後 （ 2 0 2 4 年 1 1 月 ）

総還元性向

４０％以上 ▶

配当性向 4 0 % を目安

年間配当金予想を50円から 9 0 円に修正

利益の成長とともに累進的 な配当を行い、自己株式取得は機動的に実施
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⚫ 本資料は情報提供のみを目的 と して作成された ものであ り 、 特定の証券の売買を勧誘する ものでは

ありません 。

⚫ 本資料に記述された事項の全部または一部は 、 予告なく修正または変更されることがあります 。

⚫ 本資料には将来の業績にかかる記述が含 まれてお り ますが 、 こ う し た 記述は将来の業績を保証する

ものではなく 、 経営環境の変化等に伴い異なる可能性があることにご留意ください 。

⚫ なお 、 本資料の全部または一部を当行の承諾な しに転写 ・ 複 製 し 、 ま たは第三者に伝達するこ とはで

きませんのでご注意ください 。

本件に関するお問い合わせ

株式会社紀陽銀行 経営企画部 広報・ＩＲ室

TEL 073-426-7133

E-mail koho@kiyobank.co.jp

HP       https://www.kiyobank.co.jp紀陽銀行公式キャラクター

キヨー坊や®


